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　区では、地方自治法に基づき、毎年6月と12月の2回、歳入・歳出予算の補正や執行状況などを公表し、
財政面から区政運営の状況を区民の皆さんにお知らせしています。今回は、令和3年度に予算を補正して
取り組んだ事業と、令和4年3月末現在の財政状況の概要をお知らせします。
　なお、区財政の収支は、5月末までを収入と支出を整理する期間（出納整理期間）としています。令和3年
度決算の概要は、10月末にお知らせします。
問合せ 財政課（本庁舎3階）☎（5273）4049

財政運営状況
令和3年度 下半期

予算の概要
　令和3年度当初予算に補正予算を加えた最終予
算は、15回（下半期8回）の補正を行った結果、1,805
億8,900万円で、令和2年度から繰り越した事業費
1億4,100万円を加えた予算現額は1,807億
3,000万円です（右図）。主な補正予算の内容は右表
のとおりです。
収入・支出の状況
　令和4年3月末現在の収入済額（歳入）は1,639
億1,200万円（収入率90.7％）、支出済額（歳出）は
1,420億2,400万円（執行率78.6％）です（下図）。
収入済額・支出済額の内容は下記のとおりです。

◎一般会計の流れ
令和2年度からの
繰越事業費
1億4,100万円

令和3年度当初予算　1,576億7,100万円

補正（上半期7回・下半期8回）
229億1,800万円

令和3年度最終予算　1,805億8,900万円

令和3年度予算現額　1,807億3,000万円

◎ 区の予算は一般会計と特別会計があります。一般会計では、特別会計（国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療）以外の
区政に必要なあらゆる収入と支出を扱います。
◎歳入・歳出予算は、会計年度内の収入と支出の見積もりです。収入済額・支出済額は実際の収入と支出の額です。

一般会計

◎収入・支出済額の内訳歳入
収入済額1,639億1,200万円（収入率90.7％）

特別区税495億8,700万円 478億2,500万円
区民税・たばこ税など457億1,000万円（92.2％） 421億2,400万円（88.1％）
国庫支出金494億4,200万円

306億1,200万円

349億7,800万円
国からの補助金など451億4,000万円（91.3％）

307億9,000万円（100.6％）

307億5,100万円（87.9％）
特別区交付金 227億6,000万円
都区財政調整による交付金 152億9,900万円（67.2％）
都支出金144億1,300万円 203億2,900万円
東京都からの補助金など123億5,000万円（85.7％） 137億6,600万円（67.7％）
地方消費税交付金120億5,600万円 124億6,500万円
地方消費税の区への配分額124億8,900万円（103.6％） 104億1,200万円（83.5％）
繰入金63億5,300万円 116億9,700万円
基金の繰入金7,500万円（1.2％） 74億5,800万円（63.8％）
使用料・手数料44億3,000万円 83億2,500万円
施設の使用料など40億6,900万円（91.9％） 76億1,500万円（91.5％）
繰越金35億2,000万円 79億3,700万円
前年度からの繰越金35億2,000万円（100.0％） 64億7,400万円（81.6％）
その他103億1,700万円 144億1,400万円
地方譲与税など97億6,900万円（94.7％） 81億2,500万円（56.4％）

歳出
支出済額1,420億2,400万円(執行率78.6%)
福祉費

高齢者の福祉や生活保護など
子ども家庭費
児童の福祉など

健康費
健康診断など

総務費
全般的管理事務や防災、選挙など

教育費
小・中学校、図書館など

土木費
道路や公園、都市計画など

環境清掃費
環境保護、清掃・リサイクルなど

地域振興費
区民施設運営、地域振興など

その他
商工振興など

予算現額
収入済額

（　 ）内は収入率

予算現額
支出済額

（　 ）内は執行率

　法人住民税の一部国税化や地方消費税の清算基準の見直し、ふるさと納税
などの不合理な税制改正によって、特別区は貴重な税源を奪われ続けていま
す。さらに、新型コロナの影響による大幅な歳出の増加も重なり、特別区の財
政は極めて深刻な状況です。
　特別区は、特有の財政需要があり、将来的に膨大な額の財源が必要です。地
方財源の不足や地域間の税収格差の是正は、地方の財源を吸い上げることな
く、国の責任において地方交付税の法定率を引き上げ、調整するべきものであ
り、自治体間に不要な対立を生むような措置は是正されなければなりません。
1 不合理な税制改正による影響は深刻
　特別区への影響額は、令和3年度で約1,800億円、平成27年度からの累計で
約8,500億円にもなり、「東京は財源に余裕がある」などの一方的な見方によ
って、税金が国に奪われています。これは、応益負担や負担分任という地方税
の本旨を無視したものです。
2 ふるさと納税制度は抜本的な見直しが必要
　過剰な返礼品競争による寄附の増加などにより、特別区民税の減収額は増
加しており、平成28年度からの累計額はついに2,000億円を超えました。
　その結果、全区民が減収による行政サービスの低下の影響を受けざるを得
ない一方、制度を利用する区民のみが返礼品などの恩恵を受けるといった不
公平が生じるなど、制度のゆがみが顕在化しています。
3 新型コロナ対策経費等の膨大な財政需要への対応
　全国で最も多くの感染者を抱えている特別区では、その対応のため、膨大な
財政需要が生じています。新型コロナ対策における、国や都の補助金を除いた
特別区の負担は、令和2年度で約597億円、令和3年度で約510億円となって
おり、今後さらに負担が生じる可能性があります。
　特別区はこれらの負担に対して、自治体の貯金である財政調整基金の取り崩
し等で対応する必要があります。このような状態が続くと、いずれ財源が不足し
てしまい、将来的な財政需要に対応することができなくなる恐れがあります。

4 東京の地方財源が突出している訳ではない
　人口一人当たりの地方税収の格差是正のため、地方税の見直しが必要との
見方がありますが、地方税に地方交付税等を合わせた人口一人当たりの地方
財源を他の道府県と比較すると、東京が突出して多いわけではありません。
5 今後も多くの財源が必要
　特別区は高齢者の急増や膨大な公共施設の改築需要への対応をはじめ、今
後も多くの財源が必要です。
6 地方税財源の拡充こそ地方分権のあるべき姿
　国の責任により地方税財源総体を拡充し、自治体が責任をもって役割を果
たすことこそが地方分権の本来の姿です。今後も、地方税財源の充実・確保や
自治体間に不要な対立を生む不合理な税制改正を是正するよう、国に求めて
いきます。
※詳しくは、特別区長会ホームページ「不合理な税制改正等に対
する特別区の主張（令和3年度版）」（右二次元コード。㋭http://
www.tokyo23city-kuchokai.jp/katsudo/shucho.html）を
ご覧ください。

◇◆ふるさと納税の新宿区への影響◆◇
　ふるさと納税制度は平成20年度から導入され、自治体間の過剰な返礼品競
争による返礼目的の寄附の増加などにより、新宿区の特別区民税の減収額は
激増し、令和2年度は約23億円、累計額は約83億円となっています。
　地方交付税制度では、ふるさと納税により減収があった交付団体には、補填
される仕組みとなっていますが、不交付団体である特別区は全く補填されま
せん。特別区長会はふるさと納税制度の見直しについて、令和3年11月25日
に総務大臣あてに要望書を提出しました。区は今後とも、特別区長会を通じて
ふるさと納税制度の抜本的な見直しを求めていきます。
問合せ 財政課（本庁舎3階）☎（5273）4049

不合理な税制改正等に対する特別区の主張

情報公開制度 区が保有する情報（公文書）について公開請求できる制度

個人情報保護制度 区が保有する個人情報の適正な管理と利用のルールを定めている制度

令和3年度の情報公開制度・個人情報保護制度の運用状況の概要をお知
らせします。詳しい内容は、新宿区ホームページ等でご覧いただけます。
問合せ 区政情報課広報係（本庁舎3階）☎（5273）4064情報公開制度・個人情報保護制度

令和3年度の運用状況のお知らせ

令和3年度の公文書公開請求の状況

※請求件数と決定件数には、令和2年度
中の請求に対する決定件数を含みます。

実施機関 請求件数
公開の可否決定件数

公開 部分公開 非公開 不存在 存否応答拒否★ 未決定等
区　長（※） 387件 204件 117件 0件 42件 0件 24件
教育委員会 6件 3件 2件 0件 1件 0件 0件

選挙管理委員会 1件 0件 0件 0件 0件 0件 1件
議　会 1件 0件 0件 0件 0件 0件 1件
合　計 395件 207件 119件 0件 43件 0件 26件

★存否応答拒否…請求公文書の存否を
明らかにしないで、請求を拒否すること

公文書公開請求

請求できる情報
　区の職員が職務上作
成または取得した文
書・図画・電磁的記録
で、当該区の職員が組
織的に利用するために
保有するもの

令和3年度の個人情報業務登録・個人情報ファイ
ル簿登録・個人情報を含む業務委託の状況

実施機関 個人情報
業務登録

個人情報
ファイル簿登録

個人情報を　
含む業務委託

区　長 1,728件 410件 465件
教育委員会 688件 94件 33件
選挙管理
委員会 14件 7件 2件

監査委員 2件 0件 1件
議　会 24件 3件 10件
合　計 2,456件 514件 511件

個人情報業務の登録等
　業務で取り扱う個人情報は、個人情報業務登録簿
に登録しています。電子計算機で検索できるように
体系的に構成した個人情報は、個人情報ファイル簿
に登録しています。

令和3年度の目的外利用等の状況

実施機関 目的外利用 外部提供 外部電子
計算機との結合

区　長 29件 98件 118件
教育委員会 1件 4件 8件
選挙管理委員会 1件 0件 1件

合　計 31件 102件 127件

目的外利用・外部提供・外部結合
　区が収集した個人情報は、その業務の目的の範囲
内でしか利用できません。業務の目的を超えて利用
（目的外利用）できるのは、「本人の同意を得たとき」
「法令に定めがあるとき」など一定の場合に限られま
す。区の保有する個人情報を区の機関以外へ提供す
ること（外部提供）や個人情報を処理するため区の機
関以外の電子計算機と通信回線で結合すること（外
部結合）も同様に制限しています。

令和3年度の自己情報の開示請求の状況

実施
機関

請求
件数

開示の可否決定件数

開示 一部
開示 非開示 不存在 存否応答拒否★

未決
定等

区長
（※） 132件 78件 14件 0件 38件 0件 2件

教育
委員会 1件 1件 0件 0件 0件 0件 0件

合　計 133件 79件 14件 0件 38件 0件 2件

自己情報の開示・訂正等の請求
　区が保有している個人情報の本人であれば、どなたで
も開示請求できます。
　また、自己の個人情報に明確な誤りなどがあれば、訂正
等の請求ができます。

◎基金の現在高
基金の種類 現在高

財政調整基金
（年度間の財源の調整を図るための基金） 338億7,500万円

社会資本等整備基金
（公共施設等を整備するための基金） 108億7,100万円

減債基金
（特別区債の償還に必要な財源を確保するための基金） 58億8,300万円

義務教育施設整備等次世代育成環境整備基金
（小・中学校などの教育関連施設及び保育所などの子育
て関連施設を整備するための基金）

56億600万円

その他特定目的基金（公園やスポーツ施設の整備、地場
産業の振興など特定の目的のための基金） 48億6,800万円

合　計 611億300万円
※基金現在高は令和4年3月末時点での現金等の保有額です。5月末までの
収入と支出を整理する出納整理期間中の積み立てや取り崩しは反映してい
ません。

◎特別区債の現在高 健康債等
健康推進施設建設など
8億2,800万円（4.5％）

土木債
道路・公園整備など
54億1,900万円（29.6％）

教育債
学校建物整備など
40億8,800万円（22.3％）

現在高
183億2,000万円

★調整債・住民税減税補てん債
とは、税制改正に伴う地方公共
団体の減収額を埋めるために
発行した地方債のことです。
☆減収補てん債とは、年度途中
の減収に対して、減収を補てん
するために発行した特別な地
方債のことです。

住民税減税補てん債（★）
3億7,400万円（2.1％）

減収補てん債（☆）
3億6,800万円
（2.0％）

福祉債
福祉施設建設など
12億3,800万円（6.8％）

子ども家庭債
子ども家庭施設建設など
13億800万円（7.1％）

総務債
防災施設・庁舎整備など
14億1,600万円（7.7％）

地域振興債
地域振興施設整備など
18億200万円（9.8％）

調整債（★）
14億7,900万円（8.1％）

　施設の建設や用地の取得等に多額の資金を必要とする場合、特別区債を発行して資金を借り入れ、財源を補
充します。令和4年3月末では、発行額296億5,900万円、償還済額113億3,900万円で、現在高は183億2,000
万円です（下図）。また、区の貯金に当たる基金の令和4年3月末の現在高は611億300万円です（下表）。

特別区債と基金

※請求件数と決定件数には、令和2年度中の請求に対する決定
件数を含みます。

補正事業 補正予算額
住民税非課税世帯等臨時特別給付金、子育
て世帯等臨時特別給付金、新型コロナウイ
ルス感染症生活困窮者自立支援金等の支給

119億9,860万円

新型コロナウイルス感染症対策
（予防接種等） 76億3,361万円

地域商業活性化推進事業 9億1,632万円
融資資金の貸付等
（商工業緊急資金利子補給等） 6億7,379万円

生活困窮者自立支援事業
（住居確保給付金） 4億3,348万円

店舗等家賃減額助成 4億1,947万円

◎令和3年度に予算を補正した主な事業

※3月の予算の補正では、工事費などの実績に応じて総額27億
8,119万円を減額しました。
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